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審査及び検査の基本方針 

－監査の品質の一層の向上のために－ 

公認会計士・監査審査会 

平成 22 年６月 25 日 

改正 平成 23 年３月 30 日 

 改正 平成 24 年４月９日 

 

公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）は、日本公認会計士協会

（以下「協会」という。）からの公認会計士又は監査法人（以下「監査事務所」

という。）の監査業務の運営の状況の調査に関する報告に基づき、協会による当

該調査が適切に運営されているかどうか及び監査事務所における監査業務が適

切に運営されているかどうかについて、協会から独立した公益的立場から審査

を行い、必要があると認めるときは協会又は監査事務所等に立入検査を行う（公

認会計士法第 46 条の９の２、第 46 条の 12 及び第 49 条の３）。 

その結果を踏まえ、審査会は、必要があると認めるときは金融庁長官に対し

て行政処分その他の措置について勧告を行う（公認会計士法第 41 条の２）。 

 
審査会は、外国監査法人等における監査業務に相当すると認められる業務が

適切に運営されているかどうかについて、必要があると認めるときは立入検査

を行う（公認会計士法第 49 条の３の２）。 

 
審査会は、監査の品質の確保・向上に資すると考えられる場合には、協会の

品質管理レビュー及び監査事務所の監査の品質管理上の問題点を取りまとめて

関係者等に示すほか、審査及び検査の結果を提言等の形で関係者等に表明して

いくこととしている。 

（注）審査会発足（平成 16 年４月）以降において、審査及び検査の結果について「協会

の品質管理レビューの一層の機能向上に向けて」や「監査事務所の監査の品質管

理について」としてその概要を取りまとめ、また、監査事務所において監査の品

質の維持・向上を図るための自主的な取組みを行っていく上で参照することが有

益であるものを、「監査の品質管理に関する検査指摘事例集」として取りまとめ、

それぞれ公表した。 

 

審査会は、当期（平成 22 年 4 月～平成 25 年 3 月：第３期）においては、監

査の品質の一層の向上のために、以下の視点及び目標を基本として、審査及び
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検査を実施することとする。 

 

【視点】 

審査会が実施する審査及び検査においては、常に国民の視点という公益的立

場に立ち、審査会の有する権能を最大限に発揮して、新たな法令諸基準等の監

査業務への反映、その定着に留意し、監査の品質の確保・向上を積極的に図っ

ていくこととする。 

また、審査及び検査で得られた情報を分析した結果、業界に横断的な問題等

の有益な情報については、協会、金融庁の関係部局、業界団体等の関係先との

意見交換の場において紹介するほか、監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）等

における検査関係の積極的な意見交換等を通じ、各国当局と協力・連携関係の

構築・充実を図り、国際的動向に積極的に対応するなど、国内外に対する情報

発信に努めることとする。 

 

 

【目標】 

審査会が実施する審査及び検査は、個別監査意見そのものの適否を直接主眼

とするのではなく、協会による品質管理レビューの一層の機能向上を公益的立

場から促していくとともに、監査事務所及び外国監査法人等における業務の適

正な運営の確保を図っていくこととする。 

 
審査会は、以上の観点を踏まえ、審査及び検査の基本方針を次のように定め

る。この基本方針を踏まえ、年度毎に「審査基本計画」及び「検査基本計画」

を策定する。 

 

１．審査基本方針 

 
 (１) 審査の枠組み 

 

① 協会からの品質管理レビューに係る報告書を受理し、あわせて関連する

報告・資料について徴求を行い、また様々な情報を活用し、これらの内容

に基づき審査を行うこととする。 

 
イ．協会による品質管理レビューの運営が適切に行われているかどうか。 

 
ロ．協会からの報告を踏まえ、監査事務所における監査業務が適切に行わ
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れているかどうか、協会の品質管理レビューにおける指摘が適切に監査

業務に反映されているかどうか。 

 
② 上記審査の結果、審査会は、必要があると認めるときは金融庁長官に対

し行政処分その他の措置について勧告を行うなど適切な対応を行うこと

とする。 

 
 (２) 審査の実施 

 
審査は、以下の考え方に基づき実施することとする。 

 

① 監査の品質管理の確実な定着 

 

監査の品質管理について、監査事務所において適切に実施されているか

どうかに重点を置いた審査を行う。 

審査に当たっては、限られた資源のもと、その目的を効果的に実現する

ために、協会の品質管理レビューにおける指摘や自主的な改善の状況等を

踏まえ重点的に審査を行うこととする。 

その際、監査事務所に対して適切な監査の品質管理の定着を促していく

こととする。 

 

② 協会の品質管理レビューの機能向上 

 

協会の品質管理レビューについて、品質管理レビュー制度及び運営状況

の適切性の検証や協会と双方向の議論等を行い、品質管理レビューの一層

の機能向上を促していくこととする。 

 

③ 効果的な審査の実施 

 

協会の品質管理レビューに係る報告書等のほか、協会、金融庁の関係部

局、業界団体等の関係先との意見交換等により得られた様々な情報を総合

的に勘案し、また、法令や監査基準等の改正、監査業界を巡る横断的なテ

ーマ等については、共通の課題のある監査事務所を一体的に、かつ、検証

すべき分野や事項を特定するなど、効果的な審査の実施に留意することと

する。 

検査結果として通知した問題点について、その後の監査事務所における
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対応状況等を把握するため、必要があると認めるときは、監査事務所の品

質管理の状況等について報告を求めることとする。 

 

２．検査基本方針 

 

審査会は、協会からの報告に対して行う審査の結果を踏まえて、必要に応じ

て検査を実施する。 

 

 

（１）検査の枠組み 

 

① 協会による品質管理レビューの運営が適切に行われているかどうかを

確認するため、必要があると認めるときは協会に立入検査を行うこととす

る。 

 
② 協会からの報告等を踏まえ、監査事務所における監査業務が適切に行わ

れているかどうか、又は協会の品質管理レビューにおける指摘が適切に監

査業務に反映されているかどうかを確認するため、必要があると認めると

きは監査事務所に立入検査を行うこととする。 

 
③ 上記②の過程で、監査事務所における監査業務に関する状況を確認する

ため必要があると認めるときは被監査会社等に立入検査を行うこととす

る。 

 
④ 上記検査の結果、審査会は、協会又は監査事務所に対してその内容を通

知するとともに、必要があると認めるときは金融庁長官に対し行政処分そ

の他の措置について勧告を行うなど適切に対応することとする。 

（注）監査事務所においては、協会の規則に基づき、審査会の検査結果通知書の写

しを協会に提出し、また、関係法令に基づき、検査結果を踏まえ、監査事務所

における職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制について、被

監査会社の監査役等と認識の共有を図ることが求められる。 

 

（２）検査の実施 

 

検査は、以下のような場合に実施することとなる。 
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① 協会の品質管理レビューにおいて、重要なレビュー手続が欠けている、

又は実施が不十分である等、品質管理レビューが適切に実施されているか

どうか確認する必要があると認める場合等 

 
② 協会からの報告において、監査事務所における監査業務が適切に行われ

ているかどうか確認する必要があると認める場合、協会の品質管理レビュ

ーにおける指摘が適切に監査業務に反映されているかどうか確認する必

要があると認める場合、監査事務所における業務管理体制が機能している

かどうか確認する必要があると認める場合、又は法令諸基準等の遵守状況

を横断的に確認する必要があると認める場合等 

 
③ 被監査会社等において、監査事務所における監査業務の実施状況を確認

する必要があると認める場合、又は監査事務所における監査業務に対応す

る被監査会社等の内部管理体制を確認する必要があると認める場合等 

 
④ 上記のほか、個別事情等を勘案し、必要があると認める場合 

 

（３）検査の手続 

 

審査の結果に基づき、検査の必要があると認めるときは、「公認会計士・

監査審査会運営規程」及び別に策定する「公認会計士・監査審査会の実施す

る検査に関する基本指針」に従い、適切な手続により検査を実施することと

する。 

なお、検査に対する監査事務所の率直な意見を聴取する有益な機会である

ことから、原則全件、検査モニターを実施することとする。  

 

３．外国監査法人等に対する報告徴収・検査基本方針 

 

審査会は、外国監査法人等に対する報告徴収及び検査については、①外国監

査法人等の所属する国の監査制度や監査人監督体制が我が国と同等であり、②

情報交換等に係る取極め等により、必要な情報が得られ、かつ、③相互主義が

担保される場合には、当該外国監査法人等の所属する国の当局が行う報告徴収

又は検査に依拠することとし、原則として、当該国の外国監査法人等に対する

報告徴収及び検査は行わないこととする。 

これらの条件のいずれかが満たされず相互依拠によることができない場合

等において、審査会は、必要があると認めるときは報告徴収及び検査を実施す
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るが、その実施に当たっては、外国当局や国際機関等との協力関係の充実及び

密接な連携等に留意し、円滑かつ効果的な実施の確保に努めるとともに、「公

認会計士・監査審査会運営規程」及び別に策定する「公認会計士・監査審査会

の実施する外国監査法人等に対する報告徴収・検査に関する基本指針」に従い、

適切な手続により報告徴収及び検査を実施することとする。 


